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（１０月１日現在）

総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比

％ ％ ％ ％

総 数 2,066 100.0 23,468 100.0 11.4 2,052 100.0 23,110 100.0 11.3

農 林 漁 業 10 0.5 180 0.8 18.0 11 0.5 102 0.4 9.3
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利

採 取 業 3 0.1 11 0.0 3.7 1 0.0 1 0.0 1.0

建 設 業 217 10.5 1,143 4.9 5.3 205 10.0 1,044 4.5 5.1

製 造 業 232 11.2 9,427 40.2 40.6 220 10.7 8,880 38.4 40.4
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・

水 道 業 1 0.0 15 0.1 15.0 2 0.1 13 0.1 6.5

情 報 通 信 業 12 0.6 64 0.3 5.3 6 0.3 15 0.1 2.5

運 輸 業 ・ 郵 便 業 52 2.5 996 4.2 19.2 56 2.7 1,182 5.1 21.1

卸 売 業 ・ 小 売 業 543 26.3 3,991 17.0 7.3 550 26.8 4,186 18.1 7.6

金 融 業 ・ 保 険 業 32 1.5 362 1.5 11.3 31 1.5 419 1.8 13.5
不 動 産 業 ・

物 品 賃 貸 業 130 6.3 328 1.4 2.5 121 5.9 294 1.3 2.4
学術研究・専門技術サービ

ス 業 61 3.0 208 0.9 3.4 59 2.9 193 0.8 3.3
宿 泊 業 ・

飲 食 サ ー ビ ス 業
163 7.9 1,579 6.7 9.7 150 7.3 1,440 6.2 9.6

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ・

娯 楽 業
210 10.2 976 4.2 4.6 225 11.0 965 4.2 4.3

教 育 ・ 学 習 支 援 業 64 3.1 449 1.9 7.0 57 2.8 432 1.9 7.6

医 療 ， 福 祉 165 8.0 2,770 11.8 16.8 191 9.3 3,134 13.6 16.4

複 合 サ ー ビ ス 事 業 18 0.9 187 0.8 10.4 11 0.5 137 0.6 12.5
サ ー ビ ス 業 ( 他 に 分 類

さ れ な い も の ) 153 7.4 782 3.3 5.1 156 7.6 673 2.9 4.3

（つづき）

総数 構成比 総数 構成比

％ ％

総 数 2,243 100.0 25,397 100.0 11.3

農 林 漁 業 16 0.7 209 0.8 13.1
鉱 業 ・ 採 石 業 ・ 砂 利

採 取 業 0 0.0 0 0.0 0.0

建 設 業 271 12.1 1,250 4.9 4.6

製 造 業 218 9.7 8,813 34.7 40.4
電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・

水 道 業
6 0.3 23 0.1 3.8

情 報 通 信 業 14 0.6 58 0.2 4.1

運 輸 業 ・ 郵 便 業 63 2.8 2,238 8.8 35.5

卸 売 業 ・ 小 売 業 525 23.4 4,044 15.9 7.7

金 融 業 ・ 保 険 業 31 1.4 388 1.5 12.5
不 動 産 業 ・

物 品 賃 貸 業
137 6.1 337 1.3 2.5

学術研究・専門技術サービ

ス 業 83 3.7 288 1.1 3.5
宿 泊 業 ・

飲 食 サ ー ビ ス 業 175 7.8 1,488 5.9 8.5
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ・

娯 楽 業 236 10.5 949 3.7 4.0

教 育 ・ 学 習 支 援 業 59 2.6 543 2.1 9.2

医 療 ， 福 祉 222 9.9 3,788 14.9 17.1

複 合 サ ー ビ ス 事 業 18 0.8 220 0.9 12.2
サ ー ビ ス 業 ( 他 に 分 類

さ れ な い も の )
169 7.5 761 3.0 4.5

資料：経済センサス活動調査（総合政策部政策調整課）

（注1）公務を除いた数字である。

1事業所当

たり従業者

区　　　　分

令　和　３　年

事　業　所 従　業　者 1事業所当

たり従業者

区　　　　分

平　成　２４　年 平　成　２８　年

事　業　所 従　業　者 1事業所当

たり従業者

事　業　所 従　業　者

21．産業別事業所数及び従業者数の推移
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22．従業者規模別事業所数及び従業者数

（１０月１日現在）

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

平 成  ２４ 年  2,066      23,468     1 ,211      2 ,552      367        2 ,401      262       3 ,514     

平 成  ２８ 年  2,052      23,110     1 ,193      2 ,468      356        2 ,299      275       3 ,702     

令和 ３ 年 2,335      27,095     1 ,373      2 ,772      387        2 ,526      294       4 ,023     

（つづき）

出向・派遣

従業者のみ

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数

平 成  ２４ 年  82          1 ,922      136        13,079    8           

平 成  ２８ 年  95          2 ,289      127        12,352    6           

令和 ３ 年 106         2 ,537      166        15,237    9           

　　 資料：経済センサス活動調査（総合政策部政策調整課）

５　～　９人 １０　～　１９人

区　　　　分

２０　～２９人 ３０　人　以　上

区　　　　分

総　　　　数 １　～　４人
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23．商店数・従業者数及び年間商品販売額等の推移（卸売業・小売業）

(単位：金額万円）　　　（７月１日現在）

売場面積

（㎡）

　　　　  平成１４年 659 4,127 7,625,013 73,932

　　　　　    １９年 573 3,718 7,339,869 70,698

　　　　　  　２６年 441 3,316 7,321,242 77,563

 　　 ２８年 427 3,187 7,585,625 73,500

　 令和 ３年 444 3,519 8,285,500 76,406

卸売業計 56 386 2,415,500 ―

　　各種商品卸売業 ― ― ― ―

繊維・衣服等卸売業 2 3 ― ―

飲食料品卸売業 13 183 1,076,300 ―

建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 17 85 403,800 ―

機械器具卸売業 12 53 181,100 ―

その他の卸売業 12 62 754,300 ―

小売業計 388 3,133 5,870,000 76,406

各種商品小売業 1 11 × ×

織物・衣服・身の回り品小売業 38 185 257,600 8,418

飲食料品小売業 106 1,381 2,247,000 29,267

機械器具小売業 69 381 1,036,800 5,673

その他の小売業 155 1,038 × ×

無店舗小売業 19 137 214,100 ―

　　 　　　※平成２８年以降は経済センサス活動調査より

資料：商業統計調査（総合政策部政策調整課）

区　　　　　　　分 商店数 従業者数
年間商品
販売額
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24．産業別事業所数･従業者数及び製造品出荷額の推移（製造業）

（6月１日現在）

令和　　３　年 136 8,856 65.1 23,529,397

食 料 品 製 造 業 13 3,080 236.9 9,948,104

飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業 2 12 6.0 X

繊 維 工 業 20 724 36.2 1,342,189

木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 1 5 5.0 X

家 具 ・ 装 備 品 製 造 業 2 20 10.0 X

パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業 3 106 35.3 555,264

印 刷 ・ 同 関 連 産 業 5 76 15.2 68,428

化 学 工 業 1 5 - X

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 7 250 35.7 680,336

窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業 13 153 11.8 460,223

鉄 鋼 業 2 51 25.5 X

非 鉄 金 属 製 造 業 3 55 18.3 80,079

金 属 製 品 製 造 業 9 276 30.7 374,259

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 3 289 96.3 642,364

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 14 403 28.8 711,263

電子部品・デバイス・電子回路製造業 1 5 5.0 X

電 気 機 械 器 具 製 造 業 2 242 121.0 X

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 33 3,061 92.8 7,798,839

そ の 他 の 製 造 業 2 43 21.5 X

資料：経済センサス―活動調査（総合政策部政策調整課）

製　造　品　出　荷　額　等
　（単位　万円）

従　業　者　数
　（人）

1事業当たりの
事業者数

区　　　　　　分 事業所数
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25．農家数の推移

(単位：戸）　　（２月１日現在）

計
第　１　種

（農家が主）
第　２　種

（兼業が主）

　　平成　１７年 3,727 (454) (1,844) (226) (1,618)

　　　　　　２２年 3,247 (443) (1,479) (166) (1,313)

　　　　　　２７年 2,707 (412) (1,128) (89) (1,039)

区　　分 総農家数

　　令和　  ２年 2,226

(注1）平成17年から平成27年の（　）内は販売農家のみの数字である。

自給的農家・販売農家数を掲載した。

資料：農林業センサス（総合政策部政策調整課）

1,042 1,184

(注2）2020年（令和2年）農林業センサスから，専業農家・兼業農家の調査項目が削除されたことにより，算出不可であるため，

区   分 総農家数 専業農家

兼　　業　　農　　家

自給的農家 販売農家
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26．経営耕地の規模別農家数・農業経営体数

総　数 ０．３ha未満 ０．３　～　０．５ ０．５　～　１．０

平成１７年（戸） 2,298 9 774 1,086

平成２２年（戸） 1,922 2 578 950

平成２７年（戸） 1,540 10 477 717

令和２年（経営体） 1,204 15 353 525

平成　１７年 100.0 0.4 33.7 47.3

　　　　２２年 100.0 0.1 30.1 49.4

　　　　２７年 100.0 0.6 31.0 46.6

令和　　２年 100.0 1.2 29.3 43.6

（つづき）

１．０　～　１．５ １．５　～　２．０ ２．０　～　３．０ ３．０ha以上

平成１７年（戸） 284 69 38 36

平成２２年（戸） 233 68 39 52

平成２７年（戸） 202 45 44 45

令和２年（経営体） 176 43 29 63

平成　１７年 12.4 3.0 1.7 1.6

　　　　２２年 12.1 3.5 2.0 2.7

　　　　２７年 13.1 2.9 2.9 2.9

令和　　２年 14.6 3.6 2.4 5.2

 (注１） 平成12年～平成27年は，販売農家のみの数字（戸）である。

資料：農林業センサス（総合政策部政策調整課）

（注２）2020年（令和2年）農林業センサスから，経営耕地の規模別農家数の項目が削除されたことにより，令和２年の数値は農業
経営体数（経営体）を表記している。

区　　　分

実　数

構成比
（％）

区　　　分

実　数

構成比
（％）
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27．経営耕地の推移及び地区別面積

総  数 田 畑 樹 園 地

平成　１７年 1,760 1,590 95 75 77

　　　　２２年 1,628 1,452 103 74 85

　　　　２７年 1,528 1,377 87 65 98

令和　　２年 1,374 1,240 78 56 114

総　　社 133 114 9 10 (103)

常　　盤 53 47 4 2 (212)

三　　須 141 134 5 2 (155)

服　　部 94 89 2 3 (108)

阿　　曽 138 130 6 2 (105)

池　　田 73 72 1 0 (162)

秦 66 42 8 16 (81)

神　　在 126 118 7 1 (138)

久　　代 42 39 3 0 (70)

山　　田 54 54 0 0 (216)

新　　本 130 126 3 1 (116)

日　　美 27 22 4 1 (73)

水　　内 38 34 4 0 (136)

下　　倉 17 16 1 0 (106)

富　　山 10 9 1 - (63)

山　　手 116 89 11 16 (103)

清　　音 113 104 9 0 (97)

資料：農林業センサス（総合政策部政策調整課）

区   分
経　営　耕　地　面　積　（ｈａ） 農家１経営体当

たりの経営耕地
面積（ａ）

 （注）2020年（令和2年）は，販売農家（経営耕地のある販売農家数）の調査項目が削除されたことにより，農家1 戸当たりの
経営耕地面積が算出不可となったため，農家１経営体当 たりの経営耕地面積（ａ）を表記している。それ以前の年は，農家１
戸当たりの経営耕地面積を表記している。
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28．農業就業状態別の世帯員数

自家農業が

主 　な 　人

その他の仕事

が主な人

　　　平成１７年 7,475 2,934 598 2,938 1,005 3,532

　　　　　　２２年 6,891 2,020 418 2,925 1,528 2,438

　　　　　　２７年 5,493 1,494 497 1,885 1,617 1,991

(注1）平成17年～平成27年は販売農家のみの数値である。

（参考）自家農業が主な人＝「農業就業人口」から「自家農業だけに従事した人」を引いた数

その他の仕事が主な人＝「自営農業従事日数階層別の農業従事者数」から「農業就業人口」を引いた数

自営農業従事日数階層別の農業従事者数＝「自家農業にだけに従事した人」「自家農業とその他の仕事に従事した人」の合計

資料：農林業センサス（総合政策部政策調整課）

 (注2）2020年（令和2年）は，農業就業人口及び販売農家の調査項目が削除されたことにより，本項目の数値が算出不可となった。

区分

１５歳以上の就業人口

農業就業人口

就 業 人 口
自家農業だけに

従事した人

自家農業とその他の

仕事に従事した人 そ の 他 の仕事
だけに従事した人

 

29．森　林　面　積

（単位：ｈａ）

未立木地

人工林 天然林 その他

平成 ３０年 13,276 2,316 10,444 280 68 168

令和 元 年 13,275 1,313 11,433 289 69 171

　　　 ２ 年 13,274 1,313 11,432 289 70 170

　　　 ３ 年 13,272 1,319 11,492 289 71 101

　　　 ４ 年 13,271 1,322 11,488 289 71 101

　　　　資料：岡山県の森林資源

森　　　林　　　資　　　源　　　面　　　　積

区　　分
伐採跡地総　数

樹　　林　　地
竹林

 

30．農地法第4･5条許可・届出状況

（単位：面積ａ）

計 田 畑 計 田 畑 計 田 畑

 平成３０年 326 1,109 916 193 167 689 573 116 159 420 343 77

 令和元年 301 934 800 134 127 488 398 90 174 446 402 44

        ２年 337 1,043 863 180 116 515 393 122 221 528 470 58

        ３年 256 1,624 1,467 157 62 381 307 74 194 1,243 1160 83

        ４年 268 1,088 918 170 57 279 214 65 211 809 704 105

資料：農業委員会

市街化調整区域・その他の区域

件数
面　　　　　積面　　　　　積

市街化区域

区　　分
件数件数

面　　　　　積

総　　　　　　　　　　　　数
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31．農地法第4･5条による用途別転用実績

（単位：面積a）

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積

平成 ３０年 326 1,109 233 690 0 0 0 0

  令和 元年　 301 934 193 544 0 0 0 0

        ２年 337 1,043 203 514 0 0 0 0

        ３年 256 1,624 173 613 1 415 0 0

        ４年 268 1,088 208 661 0 0 0 0

（つづき）

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積

平成 ３０年 0 0 9 3 0 0 6 20

  令和 元年　 0 0 13 5 0 0 16 105

        ２年 0 0 20 12 0 0 6 12

        ３年 0 0 18 9 0 0 5 22

        ４年 0 0 16 15 0 0 4 18

（つづき）

件数 面積 件数 面積

平成 ３０年 78 396 9 8

  令和 元年　 79 280 12 12

        ２年 108 505 12 21

        ３年 59 565 12 14

        ４年 40 394 21 19

資料：農業委員会

学　　　校総　　　数 住　　　宅
区　　分

工　　　業

農業用施設植　　林

区　　分

農地法適用外

（農業用施設）

区　　分
公　園　等 道　水　路

その他
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32．保有山林の規模別林家数

（単位：戸）　　　（２月１日現在）

０．１～１．０ １～５ ５～１０ １０～２０

ｈａ

　平成２２年 1,031 ・・ 860 105 40

　　　２７年 887 ・・ 721 93 40

　令和　２年 788 ・・ 639 88 34

（つづき）

　平成２２年 15 5 3 1 2

　　　２７年 15 4 7 4 3

　令和　２年 15 4 4 2 2

（注）　平成１２年からは，従前と異なり保有山林面積が１ｈａ以上の林家を対象としたため，

　　　　１ha以上の林家について，集計を行っている。

資料：農林業センサス（総合政策部政策調整課）

３０～５０ ５０～１００ １００～５００ ５００～

区　分 総　数

区　分 ２０～３０

 

 

 

33．勤労青少年ホームの利用状況

（単位:人）

回　数 参加人員 回　数 参加人員

平成３０年度 10,665 4 1,485 507 6,453

令和 元年度 10,832 4 1,837 557 6,472

 　　　 ２年度 7,685 1 55 487 5,308

 　　　 ３年度 6,471 0 0 464 4,240

 　　　 ４年度 12,272 2 718 604 7,359

資料：総合文化センター

2,322

2,523

2,727

2,231

4,195

区　　分 総利用人員
ホーム主催による行事 クラブ活動等による団体 個　別　利　用　に

よ　る　人　員
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34．働く婦人の家の利用状況

（単位:人）

勤労者家庭 その他の
の主婦等 学生や児童等

　　　　３０年度 18,633 4,092 10,924

　令和 元年度 17,574 3,614 10,510

　        ２年度 12,932 2,817 7,236

対象労働者等の
男 女 家族等

　 令和 ３年度 10,975 334 2,246 2,715 5,680

　        ４年度 13,410 369 3,045 3,094 6,902

資料：産業部企業誘致商工振興課

（注１）利用者区分については「勤労者家庭支援施設運営状況報告要領」に基づく。
（注２）「勤労者家庭支援施設運営状況報告要領」が改定され，令和３年度以降の利用
者数は利用者区分を変更して集計した数値を記載している。

対象労働者等
その他

3,450

2,879

総　数
区　　分

利　　　　　用　　　　　者

区　　分
利　　　　　用　　　　　者

総　数

女性労働者

3,617

 

35．国民宿舎サンロード吉備路の利用状況

（単位:人）

　平成 30年度 29,659 24,350 4,681 628 44,344 145,034

　令和 元年度 27,079 21,708 4,755 616 42,770 114,003

　　　　　２年度 16,294 12,447 3,431 416 14,627 73,670

　　　　　３年度 17,111 11,627 5,046 438 17,262 74,363

　　　　　４年度 27,933 21,493 5,731 709 26,098 104,950

資料：産業部観光プロジェクト課

休憩利用者 入浴利用者区　　分
宿　　　泊　　　利　　　用　　　者

総　　数 一　　般 小学生 幼　児

36．酒類の消費量

（単位：ｋｌ）

区　　分 総数 清酒 合成清酒 しょうちゅう みりん ビール

　令和３年 23,042 1,081 62 2,196 225 6,714

（つづき）

区　　分 果実酒類 ウイスキー類 スピリッツ等 リキュール類 その他

　令和３年 736 459 2,654 7,720 1,195

（注）　倉敷税務署管内の数字である。 資料：国税庁ホームページ  


